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日本初のETFホワイトレーベルサービスを提供

～世界中の多様な運用商品へのアクセスを可能にします～



代表の紹介

大原啓一

日本資産運用基盤（JAMP）代表取締役社長

2003年-2004年（24歳-25歳）

野村資本市場研究所で欧米の資産運用業界の調査研究に従事

2004年-2007年（25歳-28歳）

現・アセットマネジメントOneで機関投資家向け投資運用商品の営業業務を担当

2007年-2015年（28歳-35歳）

駐在員として英国ロンドンに赴任し、欧州・中東の機関投資家向け営業に従事

 20-30代のコアな時代をヨーロッパの資産運用業界のエコシステムで過ごす

2015年-2017年（35歳-38歳）

 日本に帰国し、現・マネックス・アセットマネジメントを創業、社長に就任

 ゼロから資産運用会社を立ち上げて痛感した日本の資産運用業界の非効率性

2018年-現在（38歳-46歳）

JAMPを創業、日本の資産運用業界の事業支援基盤の構築・運営に従事
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日本資産運用基盤のサービスモデル概観

弊社・日本資産運用基盤は、「金融ビジネスを最適化する」をコーポレートミッションとし、

各種パートナーと連携し、金融機関の資産運用ビジネスの効率化・高度化をご支援しています。
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日本資産運用基盤の問題意識

資産運用会社が本当に集中したいのは高付加価値なアセット・マネジメント業務であるのに、

日本の資産運用会社は高付加価値ではないファンド・マネジメント業務の負担に苦しんでいる
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②ファンド・マネジメント業務

①アセット・マネジメント業務

「投資信託委託」業務

商品（投資信託）を作る（投資信託の設定）

投資信託を運営・管理する（ミドル・バックオフィス業務）

－非高付加価値機能－

顧客の資金を有価証券等で運用する

（株や債券等の投資判断＋ポートフォリオリスク管理）

－高付加価値機能－

資産運用会社が本当に集中したいのはこの①アセット・マネジメント業務



欧米に存在するファンド・マネジメント・カンパニーという業態

欧米には、非高付加価値業務である「ファンド・マネジメント」業務を専門に引き受ける

ファンド・マネジメント・カンパニーという業態が効率的な業界構造の中心になっています。



日本初の専業ファンド・マネジメントカンパニーの設立

欧米では一般的なファンド・マネジメント業務を専門的に担うインフラが必要との考えのもと、

金融庁とも協議し、日本初の専業ファンド・マネジメント・カンパニーを設立・登録しました。
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ファンド・マネジメントカンパニーソリューションの概要

投資信託ビジネスへの参入や効率的運用を考えられる地域銀行や資産運用会社などに対して、

ファンドマネジメントカンパニー（投信ホワイトレーベル）ソリューションを提供しています。

7 （注）上掲事例は、肥後銀行グループ様の私募投信ビジネス参入・運営をご支援させて頂いている案件のものです。



「資産運用立国」構想における弊社からの政策提言

単にミドルバックオフィス業務を外部へ委託するだけでは事業効率化には不十分であり、

弊社から与党や金融庁に対し、抜本的に事業運営構造を改革するための施策を提言しました。

（Data）2023年11月開催の自由民主党 金融調査会の資産運用立国PTに出席した際の写真



制度的に公認されたファンド・マネジメント・カンパニー機能

ミドルバックオフィス業務の外部委託の促進に比べてあまり注目はされていない施策ですが、

ファンド・マネジメント・カンパニー公認により、業界の構造改革が進むことが期待されます。

（出所）内閣官房「第1回資産運用立国推進分科会」（2025年3月26日）資料より 



東京証券取引所と連携して公表したETFホワイトレーベルサービス開始は関心を集めており、

既に海外運用会社や独立系運用会社などから多くのご利用希望のお問い合わせを頂いています。

10 （*）左側は日本取引所グループのHPより、右側は日本金融新聞（6月13日号）

金商法改正を受けて可能となったETFホワイトレーベルサービス



資産運用会社によるETFホワイトレーベルの活用イメージ
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サービスを利用する運用会社は、負担が少なくETFの開発が可能となります。

（*）上掲図はホワイトレーベルサービスを利用する運用会社が売買執行まで担う運用再委託ストラクチャー




	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12

